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研究課題名 宮城県の東日本大震災被災者、特に「在宅被災者」の生活・健康実態調査 

研究実施予定期間 西暦  2020 年  7 月   01 日 ～ 西暦  2023 年   6 月  30 日 

研究目的と意義： 

 本欄には、研究の全体構想およびその中での研究の具体的な目的について記載すること。特に
以下の点について焦点を絞り明確に記述してください。 

①被災地住民と人類への貢献、次世代医療の開発の観点から、本研究の学術的な特色・独創的
な点及び意義 

②研究の学術的背景（本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ、応募者のこれま
での研究成果を踏まえ着想に至った経緯、これまでの研究成果を発展させる場合にはその内容
等） 

③ 研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか 

 

戦後史上最悪・最大の被害をもたらした東日本大震災から間もなく 10 年を迎えようとしている。 

私たちは、医療関係者として、この多くの被災者の体験を個別事例としてだけでなく、「被災と生活や

健康」との関りで疫学的な分析をし、そこから教訓を学び、後世に伝えることが使命であると考える。 

 地震・津波で住み家を失った多くの県民は、長期間の避難所-仮設（プレハブ・借上げ）-災害公営住

宅または自力再建などを経過し、何とかそれぞれ住み家を確保する状況に至ったかのようにみられて

いる。一般的に“被災者”という社会的見方は、災害で住居を失った方々を指していることが多い。 

 宮城県の被災者の生活・健康調査も、公的支援の対象となった仮設（プレハブ・借上げ）や災害公営

住宅居住者対象に経年的に実施され報告されている。 

しかし、住宅に中・重度の損傷を受けながらも、諸事情でそこに住み続けざるをえない住民も多く存在

することが、ボランティア団体やマスコミを通じて明らかになり、「在宅被災者」として注目されるようにな

った。このような在宅被災者は通常の公的支援の対象外のため、行政も実数・実態を把握しきれないで

いる。 

「石巻医療圏健康・生活復興協議会」による石巻市の在宅被災者を対象とした調査によると、震災直

後の石巻市内の在宅被災者は推計1.5万人で、調査世帯の６割に高齢者がおり、２割が日常生活に支

障のある精神的自覚症状を有していた[武藤ら、学術の動向 2013]。また、震災後に発症した睡眠障害

と社会的繋がりやソーシャルサポートの少なさとの関連[Matsumoto et al, 2014, 2015]、仕事や家族構

成の変化、人生の喜びの喪失と精神的苦痛の関連[Furukawa et al, 2015] 、65 歳以下の独居者は社

会的孤立リスクが高いことが報告されている[Inoue et al, 2014]。一方、在宅被災者と同地域のそれ以外

の被災者の比較や、他地域の在宅被災者について検討した報告は少ない。 

 私たち「被災者の健康と生活調査プロジェクト」は、この「在宅被災者」にも焦点をあてながら、ToMMo

の住民コホート調査を活用し、その状況を疫学的に分析することを目的とした。 

 

すでに、ToMMoの住民コホート調査を利用し、住宅損壊の程度ごとに被災者の健康状態を分析した

報告がされている。私たちは、その分析を基礎にしながら、さらに上記のような在宅被災者を抜き出すよ

うな形で、他集団と比較し、その生活習慣（飲酒、喫煙、歩数）と健康面の特徴（体脂肪率、血圧、腹

囲、基礎疾患をはじめとする罹患歴、精神的健康）を調査する。 

 

方法として、ToMMo の住民コホートのデータベース（調査票項目＋臨床検査項目、ゲノム検査は含

まない）から、在宅被災者とその生活状況や健康状態の関連について解析し、他集団（住宅被害なし、

仮設や災害公営住宅）と比較検討する。分析からまとめに 2～3 年程度を想定している。成果は被災住

民への支援に有益な情報を与えるのみならず、英文論文の形で公表することにより、将来、世界のどこ

でどのような災害が発生した際にも有益な情報として発信することも大きな目標である。 

  今回の調査を通じて、被災者の住環境と健康問題を掘りさげ、医療人として問題提起や提案をする

ことも目指したい。 

 



研究計画概要： 

  本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、適宜文献を引用しつつ、焦

点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。ここでは、研究計画を遂行するための研究体制について、

研究分担者とともに行う研究計画である場合は、研究代表者、研究分担者の具体的な役割、学術的観点か

らの研究組織の必要性・妥当性及び研究目的との関連性についても述べてください。 

以下のように研究を遂行する。 

1）生活習慣病やメンタルヘルスケアの臨床経験をもつ医師（循環器科医、臨床遺伝学医、消化器内

科医、総合診療科医、産業医）6 名と事務員 2 名によるプロジェクトチームを組み、申請研究を実施す

る。 

2）対象者：震災時の家屋被害と転居回数から、家屋被害を受けながら転居はしていない住民＝“在宅

被災者”を抽出できる（図１参照）。本研究では在宅被災者に焦点をあて、他の群との比較を行う。

ToMMo 地域住民コホート参加者のうち、宮城県の参加者は 5.2 万人いるが、そのうち研究同意があ

り、震災時に被災地に居住しており、転居回数と住宅被害状況が確認できる参加者を対象者とする。 

３）データ収集方法：対象者のうち、「震災時の住宅被害あり（一部損壊以上）」で「震災前からの家屋に

そのまま居住している（転居なし）」参加者を「在宅被災者群」とし、さらに被災の程度（全壊、大規模半

壊、半壊、一部損壊）で層別化する。「震災前からの家屋にそのまま居住（転居なし）」かつ「住宅被害

なし」の参加者を「家屋健在群」とし、比較対象群とする。また「住宅被害がありかつ転居経験がある参

加者（転居あり被災者）」を転居後の住居種で層別化した「仮設居住群」「家屋再建群」、および「家屋

被害のない参加者（家屋被害なし被災者）」を比較参考群とする。 

4）住宅被害がある住民は、住宅被害がない住民に比べ、体脂肪率、腹囲の増加や、歩数の減少、血

圧の上昇などが認められている(東北メディカル・メガバンク計画 地域住民コホート調査 2013-2015 年

度ベースライン報告-地域センター型詳細検査-（宮城県）で報告)。 

作業仮説として、災害で住宅損壊を受けた方々は、その家屋損壊の程度と家族構成や生業などの生

活基盤、資産や収入などの経済基盤、公的な住宅補償制度で住宅再建の道筋は別れていくと推定さ

れ、その再建の道筋と住環境が、各自の生活環境や健康状態に反映してくると推定される。本研究で

は多面的に分析しながら「在宅被災者群」のおかれた状況を明らかにする。 

「在宅被災者」各群、「家屋健在群」「仮設居住群」「家屋再建群」「家屋被害なし転居被災者」について

年齢、性別、居住人数などの基礎的な特性について解析を行う。また、家屋被害や被災後の住居状況

の違いと飲酒、喫煙、運動習慣、食生活、歩数などの生活習慣、体脂肪率、脂質、血圧、腹囲等の健

康指標の関連について解析を行う。加えて、ストレス、抑うつ症状や震災による心的外傷等についても

解析を行う。また、在宅被災者や、被災の程度（全壊、半壊）による層別解析を行う。在宅被災者の各

層別群で、同居家族の人数、年齢（65 歳以上と 65 歳以下）や居住地域によりさらに層別化し、層別解

析を行う。 

 

 



 

解析過程で研究開始時点では見えていない要素が見えてきた場合には、適宜追加解析を行う。2回目

調査の結果を分譲された場合には、それと初回調査結果を用いて、家屋被害や被災後の住居状況の

違いによる生活習慣や健康指標へもたらす長期的かつ経時的影響についても分析を行う。 

5）統計解析：被災者の住宅被災状況の違いと年齢、性別、血圧などの基礎特性との関連の検討には

カイ二乗検定および t 検定を用いる。各種因子補正後の解析として、共分散分析、多重ロジスティック

回帰分析を行う。統計学的有意水準を p＜0.05 とする。統計解析には SAS version 9.4 (SAS Institute 

Inc, Cary, NC, USA) と RStudio (RStudio, Boston, MA, USA) を用いる。  

6）得られた結果を分析し、検討する。さらにその結果からさらなる絞り込みと多変量解析を行い、仮説と 



その検証に取り組む。最終的には医療者が介入できる方法を探索し、将来的に行政への働きかけも検

討したい。 

本研究は、在宅被災者の特性や健康関連リスクを明確化することで、より適切な医療的介入、援助を

行う一助となる。また、新型コロナウィルス流行の影響で今後増加が予想される在宅被災者へより効果

的な保健予防活動を行うための知見となる。また、東日本大震災のような自然災害は世界中のどこでも

起こりうるので、本研究結果を世界に発信することは重要と考えられ、英文で論文化する。 

６）過去５年間には本研究課題に関係する論文発表は無いが、これまでも種々の課題を日常診療や日

常生活等から抽出し、論文発表してきた。今回の研究も、日常診療等から医療者の視点で抽出した課

題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



期待される成果： 

 本欄には、本研究により期待される成果について、 

①将来の被災地住民と人類への貢献、次世代医療の開発への貢献 

②バンクへ還元する予定の情報 

を盛り込み、記載してください。 

主に「住環境と生活や健康」の視点から、在宅被災者も含めた、被災者全体像を、被災のなかった

集団と比較しながら疫学的に全体像を明らかにする。 

このような知見を通して、今後想定される災害とその被災者に必要とされる対策を提起し、次世代に

つないでいきたい。 

論文の形で公表するとともに、論文内容の詳細について、可能な限り、バンクに還元する。 

 

 

これまでの倫理審査等の経過および主な議論： 

 本欄には、当該研究機関における倫理審査委員会による承認の有無および審査過程での論点について

記載してください。必要に応じて、分担研究機関における倫理審査委員会についても記載してください。 

既に坂総合病院の倫理委員会に研究申請書を提出し、承認を受けている（20-03-64）（20-07-20）。 

 

 

倫理面、セキュリティー面への配慮： 

 本欄には、研究計画を遂行するにあたって個人情報の取扱いの配慮を必要とする研究、生命倫理・安全

対策に対する取組を必要とする研究等、法令等に基づく手続きが必要な研究が含まれている場合に、どの

ような対策と措置を講じるのかを簡潔に記載してください。（セキュリティーチェックリストの提出を求める） 

既に匿名化されているデータを分譲されるが、分譲データは外部に漏れることのないように他のコンピ

ュータと接続せずに単独で稼動させ、ToMMo の指針に合致した形のセキュリティ体制にのっとって管

理する。データは健康と生活習慣の多岐にわたっており、この研究目的以外には使用しない。 



研究業績： 

 過去５年間に発表した主な論文を記載し、本研究課題に関係する論文に印をつけ、「研究計画の概

要」に引用してください。 

１） 『東日本大震災 100 の教訓』 クリエイツかもがわ 2019 年 共同執筆 

 ・「災害時医療・保健システムの課題」 村口至 P70～71 

 ・「宮城県の地域医療機関の再生において問われたこと」 村口至 P72～73 

 ・「東北メディカル・メガバンク」 水戸部秀利 P194～195 

２） 『3.11 大震災と公衆衛生の再生』 自治体研究社 2019 年 村口至他  

３） 日本の科学者 Vol.50 No.6 June 2015 P34～39 

産官学の遺伝子ビジネス「MYCODE」 水戸部秀利 

４） 日本の科学者 Vol.49 N0.4 April 2014 P38～43 

東北メディカル・メガバンク事業の非倫理性 水戸部秀利 

５） １５年戦争と日本の医学医療研究会会誌 第２０巻 第１号 2019 年 

優生保護法強制手術で突出した宮城県の状況とその背景に見えること 村口 至  

６） 臨床雑誌内科 震災医療（Ｖｏｌ.110 Ｎｏ.6） 2012 年 12 月増大号 

災害時の女性への医療・生活支援 矢崎とも子 

７）日本の科学者 Vol.55 N0.7 July 2020 P11～16 

  放射線の人体への影響と宮城の現状 ──宮城の甲状腺検査にも触れて 矢崎とも子 

８）日本の科学者 Vol.55 N0.7 July 2020 P17～22 

 原発から再生可能エネルギーへの転換の実践と未来 水戸部秀利 

 


